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1. はじめに 

木造住宅は全国に約 2500 万戸存在し，そのうち 34％の

850 万戸の耐震性能が不足していると推定されている 1）。

1995 年の阪神淡路大震災では，5500 人の死者のうち約 8

割の死因が木造住宅の倒壊による圧死であった 2）。大規模

地震に備えた木造住宅の耐震化は急務であるが，進捗は

思わしくない。補修工事費用の高さや居住者の一時退去

が必要になることが原因として挙げられる。 

著者ら 3）は，鋼製薄板（以下，鋼板）を耐震要素兼新

規外装材として用いる木造住宅の耐震補強工法の開発と

改良を行ってきた。本工法は居住者の一時退去が不要で

あることに加え，耐久性や外観の向上も期待できる。ま

た、構面全体で補強することで局所的な補強工法に比べ， 

柱脚に発生する引張力を緩和する効果も期待できる。既

存木造住宅の課題を複合的に解決する工法を提案し，耐

震補強への意識の向上を促すことを意図する。本報では

工法の概要を整理し，耐震性能の評価方針を示す。また，

実地適用における多様な状況を想定した試験体仕様を整

理し，実大壁水平耐力試験の概要について述べる。 

2. 工法の概要 

耐震性能が不足している木造住宅の 73%の 625 万戸が新

耐震基準以前に建てられており，主な外壁材はモルタル

仕上である 4）。これより，適用対象を築 30 年以上のモル

タル外壁仕上住宅とした。工法の概要を図 1 に示す。モ

ルタル仕上の上から防水テープとゴムスペーサーを介し

て厚さ 0.5 ㎜の鋼板（図 2）をゴムパッキン付きのドリル

ビス（以下，ビス）で既存木架構に固定する。ゴムスペ

ーサーは不陸調整のために用い，モルタル仕上の上から

防水テープで定着させる。ゴムスペーサーとブチルゴム

防水テープ，ビスのパッキンによりビス孔からの漏水を

防止する。既存木架構と鋼板の接合には、ビス（φ6mm×

115 ㎜）を用いる。柱に対しては 200 ㎜間隔，土台と梁に

対しては鋼板（図 2）の各凹部に 113.63 ㎜間隔で鋼板と

モルタル仕上、木架構をビス固定する。既存木架構に加

わった地震力をビスを介して鋼板に伝達し，同様に鋼板

から基礎へと伝達する機構とする。既往実験 5）および地

震被害 6）では，タッカー釘の破断を伴うモルタルの剥落

が報告されている。従って，モルタル壁自体は耐震要素

としての耐力評価は高くない。本工法では既存住宅の外

壁上を鋼板で覆い，モルタル仕上の剥落を防止し耐震要

素とする。また，既存外壁の上から直接鋼板を固定する

ため工期とコストを縮減し，工事期間中の居住者の利便

性を確保する。 

3. 性能評価方針 

本工法の鋼板とビスは，耐震壁と柱と横架材の接合部

の両方の補強に機能させる。柱脚柱頭近傍の鋼板の上下

端部 2 本ずつのビスは接合部の一部として機能すると考

える（図 3）。柱脚柱頭近傍以外のビスが耐震壁として機

能すると考え，耐震壁試験体にはそれらのビスのみ設け

る。 

4. 試験体仕様 

既存外壁の状態に応じた耐震壁の性能評価を可能にす

るため，複数の試験体の仕様を設定した。耐震壁の 4 辺

をビスで固定可能な場合を A シリーズとし，3 辺のみ固定

可能な場合を Bシリーズとした。 

 
図 1 工法の概要 

 
図 2 鋼板の断面形状 

                                                                      
図 3 耐震壁と接合部の試験体構成の考え方 
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標準試試験体の構成を図 4 に示す。健全なモルタル仕

上外壁に鋼板補強を行った場合を標準試験体（A1）とす

る。同一仕様の A1 試験体を 3 体用意し，ばらつきの影響

を評価する。試験体幅は木造住宅の柱間距離を考慮し，

910 ㎜とし，高さは 2730 ㎜とした。木材はスギ（無等級）

を使用し，柱と土台は 105 ㎜×105 ㎜，梁は 180 ㎜×105

㎜の断面寸法とした。梁及び土台と柱の仕口はホゾとし，

N90 釘を 2 本用いて固定した。梁上に試験体の面外方向へ

の変形を拘束する治具を設けた。断面寸法 9 ㎜×90 ㎜，

長さ 950 ㎜の木摺りを 23 ㎜間隔を設け 1-N50 釘で木架構

に固定する。アスファルトフェルトと平ラスは，タッカ

ー釘を使用し 120 ㎜間隔で留め付ける。厚さ 15 ㎜のモル

タルにゴムスペーサーとブチルゴムテープを介して，鋼

板をパッキン付きのφ6mm×115mm のビス（以下，長ビス）

で固定する。また，構面外の座屈を防ぐためにφ6mm×35

㎜のビス（以下，短ビス）を打ち込んだ（図 3）。標準試

験体とその他の試験体の相違点を示した外壁状態を表 2

に示す。 

5. 実大壁水平耐力試験の試験概要 

「木造の耐力壁及びその倍率 性能試験・評価業務報

告書」7）（以下，方法書）に準拠して耐震壁の水平耐力試

験を行う。実験概要を図 5 に示す。柱脚部は 1 本の柱に

対して 2 つのホールダウン金物（50kN 用）により土台下

の治具に固定した。梁上に試験体の面外方向への変形を

拘束する治具を設けた。油圧ジャッキにより梁端部に水

平力を加え，ロードセルにより荷重を測定した。変位は，

試験体全体の絶対変位と部材間の相対変位を測定した。

柱頭部（A,D），柱中央部（B,E），柱脚部（C,F）でそれぞ

れの鉛直変位及び水平変位を測定する。梁端部では水平

変位 H1，土台中央では水平変位 H8 を測定する。相対変位

測定器（図 6）により，木架構とモルタル，鋼板のそれぞ

れの間で発生する相対変位を測定する（図 5A-F）。載荷方

法は，各試験体の柱頭部に水平方向に正負交番繰返し加

力とする。載荷スケジュールは，梁端部の水平変位を試

験体高さで除した真のせん断角が 0.22，0.33，0.50，

0.67，1.0，1.3，2.0％の同一変形段階において各 3 回の

正負交番静的繰り返し載荷とし，その後は正方向へ単調

漸増で破壊するまで加力した。 

6. まとめ 

耐震性能が不足している既存モルタル仕上木造住宅に

鋼板を用いることで耐震性能を向上させる工法を提案し

た。本工法ではモルタルの剥落を防止し，モルタル仕上

を耐震要素として機能させる。また，構面全体を補強す

ることで柱脚部に発生する引張力を緩和する。鋼板の上

下端部のビスは接合部の一部として機能し，その他のビ

スが耐震壁を構成すると考え，実耐力実験と接合部実験

により評価する方針とした。実地適用における様々な状

況を想定して，多様な試験体仕様を設定した。 

参考文献と謝辞は続編でまとめて示す。 

 
図 4 標準試験体の構成 

表 1 個別試験体仕様 
試験体記号 

（名称） 
既存外壁の状態 仕様 

A1 

（標準） 

欠損や劣化がほぼ存在しない健全な既存

モルタル仕上外壁である。 
本文中に記載。 

A2 

（開口有） 
設備などの開口部が存在する。 壁中央に 500 ㎜×500 ㎜の開口を設ける。 

A3 

（欠込有） 

隣接スパンの庇等により既存壁の側辺に

欠込が存在する。 
壁端部に 500 ㎜×500 ㎜の開口を設ける。 

A4 

（モルタル無） 

既存仕上の欠落範囲が大きいことやひび

割れが甚大でモルタルが耐震要素として

機能しない。 

木架構と鋼板の間のみモルタルを設ける。 

A5

(
モルタル無

小開口
) 

既存モルタル仕上のひび割れが甚大でか

つ，鋼板に設備等の小開口が存在する。 

φ150 の小開口を設ける。木架構と鋼板の間の

みモルタルを設ける。 

(
部分合板

置換
) 

A6 
モルタルの欠落範囲に部分的に合板

（t=12）を設け，釘で柱に固定できる。 

モルタル仕上と合板置換が存在する。それぞれ

は接合しない。合板を耐震要素として評価す

る。 

 (
全面合板

置換
) 

A7 

モルタル仕上全面を合板に置換する。 

合板（t=12）は鉛直方向に 3 分割し，合板同士

は接合しない。合板を耐震要素として評価す

る。詳細は後述その 3に記載。 

B1 

（入隅） 

建物の入隅部分の壁で一方の側柱にビス

固定できない。 

片側の柱芯から 102.5 ㎜までの範囲にモルタル

仕上げとビス固定無し。詳細は後述その 4 に記

載。 

B2 

（軒勝） 

壁上部に庇，バルコニーが存在し，壁上

部の梁にビス固定できない。 

上部梁下端から 500 ㎜の範囲でモルタル仕上げ

とビス固定無し。詳細は後述その 4に記載。 

 

 
図 5 実験概要図 

 
図 6 相対変位測定器 


